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令和７年度大規模災害時北海道ブロック協議会に係る
災害廃棄物対策に関する調査検討業務

報 告 書
概 要 版

令和８年３月

環境省北海道地方環境事務所



０. 業務目的
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ブロック協議会及びエリア分科会の活動を全道に浸透させることや、運営を通じた構成員間の連携強化、人材
育成、令和２年度ブロック協議会で策定した５年後までのロードマップに基づく各種検討等を行う。
また、ブロック協議会に設置するワーキンググループ（災害廃棄物処理に必要な仮置場設置に係るＷＧ、自治

体間及び自治体と民間事業者間の連携強化を図るためのＷＧ及び災害廃棄物処理計画の策定・改定に係るＷ
Ｇ。）を運営し、課題の抽出及び検討、課題解決のための訓練やセミナーを開催することにより北海道ブロック内
自治体の災害廃棄物対応の実効性向上を図ることを目的とする。

北海道ブロック 市町村災害廃棄物

行動計画 処理計画

１年目

（R3）

〇行動計画の点検・見直

し、検討項目抽出

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：20％、36市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●ワークショップ（協議会構

成員等）※図上演習の要素を

取り入れる

〇相互連携のための定量的検

討等の項目抽出

〇相互連携のための方策検討

〇他ブロック協議会構成員、

役割、会議運営に関する情報

収集・整理

〇道内での会議運営に関する

情報収集・整理

２年目

（R4）

〇行動計画見直しのための

検討等

〇行動計画第２版（案）作

成

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：30％、54市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

〇相互連携のための方策検討

〇北海道ブロックの協議会構

成員、役割、会議運営に関す

る検討

３年目

（R5）
〇行動計画第２版策定

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：40％、72市町

村。推進地域50%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

●相互連携のための方策促進

〇新たな構成員、役割による

協議会運営（必要に応じて見

直し）

４年目

（R6）
●行動計画の実施

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：50％、90市町

村。推進地域60%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

５年目

（R7）

※上記を継続（必要に応じ

て見直し）

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：60％、107市

町村。推進地域70%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

備考

・行動計画には、相互連

携、協議会構成員と役割の

検討結果を反映する

・人材育成事業と合わせた計

画作成を推進する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・３年目以降は、新たな協議

会等運営体制により実施する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・人材育成、協議会等の運営

と合わせて相互連携体制を強

化する

・計画策定、人材育成、相互

連携を道全体（各地域）で進

めるための体制等を検討し、

協議会等を運営する

相互連携 協議会構成員と役割

〇北海道ブロック協議会

●北海道ブロック協議会、道、市町村

推進地域：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

計画策定 人材育成

学習段階初期 学習段階中～後期

本年度



０. 業務内容
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項目 概要

１．ブロック
協議会

（１）ブロック協議会：２時間×２回 [オンライン併用]

（２）ブロック協議会終了後の人材育成事業：ワークショップ形式の図上演習
（３時間×２回） [オンライン併用]

２．エリア
分科会

（１）エリア分科会：４回（各エリア１回 ２時間×４エリア） [オンライン併用]

エリアごとの課題への対応策の検討
（２）エリア分科会終了後の人材育成事業：ワークショップ形式の図上演習 ４回

（各エリア１回 ２時間×４エリア）
    [オンライン併用]

（３）災害廃棄物処理基礎講座：４回（各エリア１回 １時間×４エリア）
    [オンライン併用]

３．WG等 （１）仮置場WG：２時間程度×２回 [オンライン開催]

（２）連携強化WG：２時間程度×２回 [オンライン開催]

（３）計画策定・改定ＷＧ：２時間程度×４回 [オンライン開催]、個別課題対応
（４）仮置場設置訓練：事前勉強会 ２時間×３回[オンライン開催]

実地訓練 ６時間×３回
（５）災害廃棄物処理セミナー１回（３講座＋パネルディスカッション 各1時間） [オンライン併用]

４．検討
事項等

（１）エリア分科会で提出されたエリアごとの課題の抽出と対応策の検討
（２）ロードマップに基づく進捗状況確認、次期ロードマップ案の策定
（３）大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画の更新案の検討

 本年度実施業務



１. ブロック協議会
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北海道ブロックにおいて、災害時の廃棄物対策について情報共有を行うとともに、大規模災害時の廃棄物対策
に関する広域的な連携等について検討することを目的として、大規模災害時廃棄物対策北海道ブロック協議会
及び、人材育成事業を開催した。

開催回 概要 参加者

第20回

令和７年
6月24日

場所：札幌市
オンライン併用

【協議会】
（１）５年後のビジョンの実現に向けたロードマップについて
（２）ブロック行動計画の一部改訂について
（３）エリア分科会への情報提供について
（４）ワーキンググループについて
（５）その他

18組織
24名

【人材育成事業】
（１）講演
北海道胆振東部地震における災害廃棄物対応 能登半島地震におけ
る対応の事例紹介（安平町役場税務住民課 村山主幹）

（２）ワークショップ 演習１：災害廃棄物発生量・仮置場面積の概算
演習２：一次仮置場の選定
演習３：一次仮置場までの片付けごみの収集運搬

13名

第21回

令和８年
2月10日

場所：札幌市
オンライン併用

【協議会】
（１）令和７年度エリア分科会の開催報告
（２）令和７年度ワーキンググループ等の活動報告
（３）北海道ブロック行動計画の一部改訂について
（４）北海道ブロックのビジョン・ロードマップの改定について
（５）次年度の活動計画について
（６）その他

18組織
30名

【人材育成事業】
（１）初動対応、仮置場設置に関する話題提供
（２）ワークショップ 状況付与型演習

13名

 開催概要
第20回資料（抜粋）

 能登半島地震等、近年の災害の
知見を踏まえてブロック行動計画
の見直しを検討

ワークショップ型演習の様子



２. エリア分科会
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エリア 日程 開催地（オンライン併用）
参加者（オンライン含む）

道央 令和７年７月15日 札幌市（北海道中小企業会館） 35名 24名

道南 令和７年８月26日 函館市（函館商工会議所） 18名 11名

道北 令和７年７月29日 旭川市（旭川トーヨーホテル） 21名 ８名

道東 令和７年８月８日 釧路市（釧路市交流プラザさいわい） 26名 13名

プログラム 概要（各エリア共通）

１. エリア分科会
（２時間）

（１）大規模災害時廃棄物対策北海道ブロック協議会（第20回）の開催結果について
（２）令和6年度の各ワーキンググループの検討結果について
（３）災害廃棄物処理に関する情報提供
（４）災害廃棄物処理計画策定状況とエリア内の災害廃棄物処理に係る課題検討
（５）次年度のエリア分科会の代表市町村及び代表振興局の選出

２. 人材育成事業
（2時間）

テーマ① 発災直後の初動対応
テーマ② 災害廃棄物処理計画の効果検討

３. 災害廃棄物処理基礎
講座
（1時間）

（１）災害廃棄物とは
（２）災害廃棄物処理の流れ
（３）初動対応
（４）仮置場の設置とその重要性
（５）災害廃棄物処理の体制
（６）補助金申請について

道内各エリアにおいて、大規模災害時の廃棄物対策に関する検討や情報共有等を行った。

 プログラム概要

 開催概要

基礎講座資料（抜粋）

 発災から災害査定の流れを解説

分科会 人材育成・基礎講座



３. WG等 （１）仮置場WG
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実施回 内容

第１回
令和７年10月２日(木)

話題提供 仮置場の重要性について 等
意見交換① 仮置場候補地選定に係る課題と解決方法
意見交換② 仮置場の管理運営に係る課題と解決方法

第2回
令和7年12月19日(金)

話題提供 仮置場の重要性について 等
意見交換① 仮置場候補地の管理・運営に係る課題と解決方法
意見交換② 平時に自治体で実施できる災害対応力の向上の方策

 開催概要

仮置場の設置・運営について自治体の立場から意見を出し合い、検討することで、仮置場での対応力を
向上させることを目的として仮置場WGを実施した。

資料（抜粋） 第１回WG意見交換結果（オンラインホワイトボード）

 仮置場選定にかかる課題、管理運営にかかる課題の抽出および、解決策
の検討を行った。

 仮置場管理運営の好事例の紹介

 仮置場設置の重要性について解説



３. WG等 （２）連携強化WG
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実施回 内容

第１回
令和７年９月30日(火)

話題提供 道内の実情と連携の必要性
意見交換① 関係者との連携に関する課題共有
意見交換② 円滑な連携に向けた平時からの取組

第２回
令和７年12月22日(月)

話題提供 支援-受援体制の構築について
意見交換① 支援が必要となるフェーズの整理
意見交換② 支援-受援体制の構築の検討

 開催概要

災害廃棄物処理に係る連携について、自治体、一部事務組合、広域連合、民間事業者のそれぞれの立
場から課題を抽出し、解決策を検討することで、道内外の災害廃棄物処理における連携強化を目的として
連携強化WGを実施した。

資料（抜粋）
第２回WG意見交換結果（オンラインホワイトボード）

 災害廃棄物処理に係る連携について解説

 災害対応の連携に関する好事例を紹介
 災害のフェーズごとに必要な支援の抽出、支援-受援体制に

かかる課題、必要なことを整理した。



３. WG等 （３）計画策定・改定WG
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実施回 主な内容

第1回
令和７年
９月26日

（１）災害廃棄物処理計画策定の目的
（２）事前アンケートの結果
（３）北海道版ワークシート（第3版）の紹介
（４）計画の発災時の利用方法

第2回
令和７年
10月20日

（１）被害想定の確認
（２）災害廃棄物処理計画の基礎的事項、組織体制、災害廃棄物発生量推
計
（３）素案の作成について
（４）演習：避難所ごみ、仮設トイレし尿処理量の推計

第3回
令和７年
11月17日

（１）水害における避難者数設定の考え方
（２）住民周知、処理可能量、処理フロー、収集運搬体制、仮置場
（３）演習：災害廃棄物量の推計
（４）演習：住民周知手法に関する意見交換

第4回
令和８年
１月26日

（１）必要となる仮置場面積の考え方
（２）環境対策・モニタリング、公費解体、処理困難物、計画の見直し
（３）演習：計画策定後の運用準備に関する意見交換

 開催概要

災害廃棄物処理計画を策定・改定したい自治体を対象として、プッシュ型支援を行うことを目的として計
画策定・改定WGを実施した。WGでは計画策定・改定に係る事項を説明するとともに、参加自治体の個別
課題に関する相談、骨子案作成の支援を行った。

資料（抜粋）

 ワークシートを用いて骨子案を作成

第４回WG演習結果



３. WG等 （４）仮置場設置訓練
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 事前勉強会概要（オンライン開催）

 仮置場設置訓練

日程 場所

令和７年10月24日（金） 旭川市 旭川市廃棄物処分場付近

令和７年10月30日（木） 美幌町 美幌下水終末処理場付近

令和７年11月7日（金） 共和町 旧共和高校グラウンド付近

1. 仮置場とは
2. 仮置場候補地の選定
3. 仮置場設置の事前事後の環境調査や現状復帰方法
4. 仮置場の運用に当たっての留意事項
5. 仮置場設置訓練について

＜プログラム＞
1. 仮置場運営デモンストレーション
2. 班ごとに仮置場設置・運営の流れ（仮置場の受付、廃

棄物の運搬・荷下ろしなど）の実地訓練

仮置場の設営から運用を想定したシミュレーションを行い、実際の仮置場設置に係る手順、規模感を確認する
ことで、仮置場での対応力を向上させることを目的として、仮置場設置訓練を実施した。訓練に際して事前勉強
会をオンラインで実施した。

搬入・受付

荷下ろし

レイアウト検討・振り返り

 仮置場設置訓練の流れ

• 参加者が住民役として搬入、
自治体役として受付を行った。

• 受付では罹災証明書または身
分証の確認、搬入物の確認、
荷下ろし場所の指示を行った。

• 罹災証明書を持参していない
場合、受け入れできないもの
を搬入しようとした場合の想定
訓練も実施した。

• 住民役の参加者が指示通りの
場所へ荷下ろしした。

• 順路逆走、間違った場所への
荷下ろしを想定して自治体役
の参加者が適切に誘導する訓
練も実施した。

• 班ごとに水害時のレイアウト検討、訓練後に振り返り
を行い、意見を共有した。



３. WG等 （５）災害廃棄物処理セミナー
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日程 令和７年12月17日（水）
会場 北海道中小企業会館
参加者 74名（会場13名、オンライン61名）

１. 災害廃棄物処理の基礎知識及び
計画策定等の事前準備の必要性
※災害廃棄物処理基礎講座と同様の内容

（事務局）

２. 災害時のし尿処理について
（大正大学 岡山 朋子教授）

３. 産官学連携による災害廃棄物処理における
課題と展望

（㈱奥村組 大塚 義一氏）

４. パネルディスカッション
過去の災害事例を踏まえて、大規模災害発生前

に自治体が備えておくべき事項について
（大正大学 岡山教授、㈱奥村組 大塚氏）

 次第

道内全市町村及び一部事務組合（広域連合を含む）、北海道本庁及び振興局の災害廃棄物
対策担当職員並びに災害時支援協定の対象となりうる民間事業者を対象とし、災害廃棄物処理
セミナーを開催した。

 開催概要  当日資料（抜粋）

講演２

講演３

 し尿処理は断水後24時間以内に生じる緊急の課題
 仮設トイレ、トイレカー、マンホールトイレ、携帯・簡易トイレ

それぞれの特徴を理解して備えることが重要

 災害廃棄物対応には、行政、民間、研究機関の役割・強み
を活かした、産官学の連携が重要
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（１）エリア分科会で提出されたエリアごとの課題の抽出と対応策の検討

いずれのエリアにおいても、災害廃棄物処理計画策定に関する課題が広く挙げ
られた。現在の各エリアの処理計画の策定率のほか、「災害廃棄物処理計画に
関するアンケート結果」を踏まえ、人材育成事業等を活用した、処理計画の策定
促進、改定による実効性の向上策を検討していく必要があると考えられる。

令和７年度のエリア分科会で提出されたエリアごとの課題について、対応策を検討した。

 エリア分科会における意見（抜粋）
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令和２年度のブロック協議会で策定された、令和３年度～令和７年度ロードマップの進捗状況の確認
と今後の方針を検討して、次期ロードマップ案を策定した。

令和８年度～令和12年度ロードマップ

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

計画
策定

北海道
ブロック
行動計画

市町村
災害廃棄物
処理計画

人材
育成

学習
段階
初期
学習
段階

中～後期

相互連携

協議会と
構成員

ブロック
協議会

各エリア
分科会

第3版策定に
向けた調査検討 第3版策定 反映すべき事項の調査検討の継続と、

必要に応じた一部改定の実施

策定率
全道70％

推進地域80%

北海道ブロックの在り方と、その実現に向けた方策の検討の継続

策定率
全道80％

推進地域90%

策定率
全道90％

推進地域100%

策定状況を踏まえた
策定率向上策と、
実効性向上のための
改定方法の検討

「日本海沿岸の地震・津波被害想定」
に関する定量的検討・

北海道ブロック行動計画への反映

座学・ワークショップ等による基礎知識習得（各エリア分科会構成員等）

エリア分科会の在り方と、その実現に向けた目標の検討

定量的検討項目の調査の継続

対応型図上演習（ブロック協議会構成員等）

エリア特性に合わせたプログラムの実施による、災害発生時の対応力を有する人材の育成

相互連携の検討を踏まえたプログラムの実施による、大局的な視点を有する人材の育成

全関係者による相互連携の方策の検討の継続

策定率
全道100%

（２）ロードマップに基づく進捗状況確認、次期ロードマップ案の策定



４. 検討事項等

13

近年の大規模災害（能登半島地震等）での廃棄物処理状況の知見を踏まえて、
「大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画（第２版）」の更新案を検討した。

「大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画（第２版）」の更新案概要

段落番号 見出し 改定の概要

3-2 対象とする災害シナリオの設定
能登半島で発生した複合災害を踏まえ、豪雪等の可能性も含め

た複合災害の発生の可能性について追記する。

3-3 対象とする災害時に発生する災害廃棄物

能登半島地震で大量の家屋が損壊し、公費解体・撤去の対応が
生じた事例、「公費解体・撤去マニュアル」が策定され事務処理の円
滑化が図られたことなど踏まえ、家屋の損壊、公費解体の想定につ
いて追記する。

4-8 焼却施設等の活用の検討（可燃物の処理）
自市町村内の施設、及びその搬入経路が被災して使用不可

になる場合も想定して連携等を検討すべき点のほか、仮設焼却
炉の活用事例に関するコラムを追記する。

4-11 生活ごみ等
体制を確保すべき関係者について補足を追記する。

（行政だけでなく、民間事業者との協力体制が重要である。）

4-14 災害廃棄物の運搬ルート・運搬手段等の確保
の検討

離島における運搬の方針について追記する。

（３）大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画の更新案の検討
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